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研究成果の概要（和文）：本研究では、行政におけるデータの取扱いの態様の変化を踏まえて、①自治体クラウ
ドをはじめとする行政へのクラウドの導入、②オープン・データの潮流、③行政におけるソーシャル・ネットワ
ーク・サービス等の利用、④パーソナル・データの利活用、⑤指定管理者等の新たな行政という具体的な項目を
設定して、それぞれの項目に関する既存の法制の現状と問題点（特に文書管理・保存法制、情報公開法制、個人
情報保護法制の適用と限界）について明らかにすると同時に、どのようにデータの取扱いについて規制すること
が適切であるか、各国における取組や法制化の動向などの国際的な比較研究を行った。

研究成果の概要（英文）：In this research, we examined the handling of data in the administration 
including (1) introduction of the cloud to the administrative office including municipal cloud, (2) 
trend of open data, (3) use of social network services etc in the administration, (4) utilization of
 personal data, and (5) new administrative procedures. We clarify the present status and problems of
 the existing legal system concerning each item (especially application and limitation of document 
management / conservation law, information disclosure law, personal information protection law). We 
conducted international comparative studies such as whether it is appropriate to regulate the 
handling of data so as to make efforts in each country and trends in legislation.

研究分野： 新領域法学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
近年、行政における情報の取扱の方法や態

様が、従来とは大きく変化しつつある。 
情報の保有方法は、行政機関の内部や委託

先のデータセンターに保有するサーバに保
存するのではなく、行政が物理的に記録媒体
を所有・管理できないクラウドへ移行しつつ
ある。情報の管理については、これまで行政
は「文書（行政文書）」単位を基本とし、文
書管理規程類によって作成・保存・廃棄につ
いて規定すると共に、その公開や個人情報の
保護については情報公開法制（法律及び条
例）と個人情報保護法制（法律及び条例）に
より規制してきた。しかし、オープン・デー
タの潮流により「文書」を作成する前の段階
で収集・取得・作成したデータそのものを公
開することが求められるようになっている。
また、近時は行政自身がソーシャル・ネット
ワーク・サービス（SNS）を利用して情報発
信を行うようになっているが、これらの多く
は民間事業者によって運営されており、行政
自身も約款による契約に基づきサービスを
利用する一ユーザーにすぎない。このため、
行政によるコントロールが及ばない部分が
多く、発信した情報の保存や公開を誰がどの
ように行うかという問題がある。一方、この
ような SNS を利用することによって、行政自
身が他のユーザーの位置情報等のパーソナ
ル・データを取得することも可能であり、こ
れらは必ずしも個人情報保護法制上の「個人
情報」に該当しないため、利用のあり方が問
題になっている。 
 他方で、わが国の行政における情報法制は、
国や自治体等の「公」と民間部門である「私」
とが法制上大別されており、たとえば保有個
人情報の保護に関して、前者は行政機関の保
有する個人情報の保護に関する法律や各自
治体の条例、後者は個人情報の保護に関する
法律によって規制されており、規制内容も異
なっている。ところが深刻な財政危機等を背
景とした行財政改革の一環として、行政の民
間の協働や指定管理者制度をはじめとする
新たな行政の運営手法が導入されており、こ
れらの新たな手法においては「公」と「私」
の境界が曖昧になっている。 
 このように行政における情報の取扱の方
法や態様が大きく変化しつつあるにもかか
わらず、わが国の行政の情報法制は、このよ
うな現状に対して必ずしも適切に対応する
ものとなっていない。「文書」化以前のデー
タの作成・保存・廃棄・公開に関する包括的
な法制度を欠き、行政自身がデータを蔵置す
る媒体や施設を占有することができないク
ラウドや SNSにどのように対応できるかの知
見も不足しているので、データの取扱いにつ
いてはまさに手探りの状態になっている。 
 本研究においては、既存の文書管理・保存
法制、情報公開法制、個人情報保護法制の限
界を明らかにすると同時に、どのように総合
的にデータの取扱いについて規制すること

が適切であるかについての検討を行う。 
 
２．研究の目的 
本研究「行政におけるデータの取扱いに関

する法的規制の比較研究」は、行政における
情報の取扱が、行政が「保有」する「文書」
「個人情報」単位から、必ずしも行政が占有
しない「データ」単位へと移行しつつある現
状に対し、既存の文書管理・保存法制、情報
公開法制、個人情報保護法制の限界を明らか
にすると同時に、公権力を有する行政が総合
的にデータの取扱いについての規定を置く
にはどのような手法を採ることが適切であ
るか、国際的な比較研究を行おうとするもの
である。 
 
３．研究の方法 
本研究では、行政におけるデータの取扱い

の態様の変化を踏まえて、①自治体クラウド
をはじめとする行政へのクラウドの導入、②
オープン・データの潮流、③行政におけるソ
ーシャル・ネットワーク・サービス等の利用、
④パーソナル・データの利活用、⑤指定管理
者等の新たな行政という具体的な項目を設
定する。 
 その上で、それぞれの項目に関する既存の
法制の現状と問題点（特に文書管理・保存法
制、情報公開法制、個人情報保護法制の適用
と限界）について明らかにすると同時に、ど
のようにデータの取扱いについて規制する
ことが適切であるか、各国における取組や法
制化の動向などの国際的な比較研究を行い、
総合的な見地から適切なデータの取扱いに
ついての法制度を構想する。 
 
４．研究成果 
 「情報」とは何かについては、それ自体を
研究の対象とした論考は、数多く存在する 。 
しかし、情報はきわめて多義的な概念である
ために、いまだにわが国の法制度においては
情報それ自体についての明確な定義は与え
られていない。たとえば個人情報の保護に関
する法律（以下、「個人情報保護法」と略。）
においては、個人情報につき、「この法律に
おいて『個人情報』とは、生存する個人に関
する情報であって、当該情報に含まれる氏名、
生年月日その他の記述等により特定の個人
を識別することができるもの（他の情報と容
易に照合することができ、それにより特定の
個人を識別することができることとなるも
のを含む。）をいう。」（第 2 条）と定義して
いる。ここでいう「もの」が、「者」や「物」
とは相違することは自明であるが、「個人情
報とは・・・○○に関する情報」という同語
反復を、「○○できるもの、○○できること
となるもの」として、「情報」を「もの」と
いう文言に置き換え、具体例を列挙している
にすぎないとみることもできる。 
 一方、一部の先進的な地方公共団体におい
て、国よりも先行して情報公開条例を整備す



る際、情報を具体的に管理する単位として念
頭に置かれていたのは、すでに先行して法制
度が整備されていた「文書」「公文書」とい
う概念であったと思われる。初期に制定され
た地方公共団体の情報公開条例において、情
報公開条例とはいうものの、実際の公開対象
が「文書」や「公文書」を基本としていたこ
とからも明らかである。たとえば、制定自体
は山形県金山町に次いで全国で2番目となっ
たものの、実質的には地方公共団体の情報公
開条例の先駆者といえる神奈川県情報公開
条例においては、条例の目的を「行政文書の
公開を請求する権利を明らかにする等県政
に関する情報の公開を総合的に推進する」
（神奈川県情報公開条例第1条）としている。
ここには、情報の公開とは第一義的には行政
文書の公開のことであるという観念が端的
に表出しているといえよう。その背景には、
日本における公文書管理 は近代官僚制の発
展に随伴して整備され 、「文書」を単位とし
て情報を管理することが定着していたとい
うことがあろう。 
その後、文書の解釈を拡大したり、条例本

文を改正したりして、文書概念の拡大が図ら
れているが、地方公共団体の情報公開条例に
遅れて整備された国の情報公開法制におい
ても、「国民主権の理念にのっとり、行政文
書の開示を請求する権利につき定めること
等」（行政文書の保有する情報の公開に関す
る法律第 1条）を目的としており、情報の公
開とは行政文書の公開を指すという観念が
承継されている。また、わが国の情報法制に
おいては、「情報」と同様に「データ」その
ものについての法的定義も長らく与えられ
てこなかった。 
しかし本研究期間中に制定され、行政にお

けるデータの扱いに大きな影響を与えるも
のとして、平成 28年の 12月 7日に官民デー
タ活用推進基本法 が第 192 回国会において
成立し、12月14日に施行されたことがある、 
 官民データ活用推進基本法は、個人番号カ
ードの普及及び活用、人工知能関連技術、イ
ンターネット・オブ・シングス活用関連技術、
クラウド・コンピューティング・サービス関
連技術その他の先端的な技術に関する研究
開発など多くの内容を含んでおり、オープン
データだけに特化したものではない。しかし
その主眼がオープンデータ化の推進に置か
れていることは明らかであろう。 
 すでに行政機関や地方公共団体が保有す
るデータを、二次利用可能な形で提供するオ
ープンデータの取組は、さまざまな形で進め
られてきた 。平成 25年 6月に公表された「日
本再興戦略」では、「2015 年度中に、世界最
高水準の公共データの公開内容（データセッ
ト１万以上）を実現」という目標が掲げてお
り、オープンデータのカタログ・サイト も
本格的に稼働している。しかし、行政機関や
地方公共団体等の「官」側が持つデータのオ
ープン化については、上記の「日本再興戦略」

の目標などが立てられたものの、法律による
明確な根拠を欠いていた。「オープン」とい
うことについて法律による定義が存在しな
いこともあって、「オープン化」の内容が不
明確であり、具体的には利用制限が課されて
いるもの、利用にあたって行政機関や地方公
共団体等の許諾が必要なもの、非商用利用の
みが許諾されているもの等が「オープンデー
タ」に包含されるのかという問題点も存在し
た。また、「官」側が公開したデータを「民」
側がビジネス等で二次利用する際の著作権
の所在、データが標準化されていないために
公開されたデータを利用する際に手間がか
かったりするという問題もあり、本格的なオ
ープンデータの利活用にはほど遠いのが現
状であった。 
 官民データ活用推進基本法では、政府に官
民データ活用推進基本計画、都道府県に都道
府県官民データ活用推進基本計画の策定を
義務づけ、市町村には都道府県官民データ活
用推進基本計画の策定を努力義務として課
している。官民データ活用推進基本計画は、
官民データ活用の推進に関する施策の総合
的かつ効果的な推進を図るために定められ
るものであり、官民データ活用の推進の基本
的な方針、行政の官民データ活用に関する事
項、地方公共団体及び事業者における官民デ
ータ活用の促進に関する事項、官民データ活
用に関し政府が重点的に講ずべき施策、官民
データ活用の推進に関する施策を総合的か
つ効果的に推進するために必要な事項を定
めることとされている。 
 ところで、地方公共団体における情報管理
の単位として長らく用いられてきた「文書」
「公文書」概念と、官民データ活用推進基本
法にいう「データ」概念とはどのような関係
に立つのかという点が問題となる。 
 データの周辺の概念については、著作権法
が昭和 61 年の改正によって創作性のあるデ
ータベースを著作物としたことから、データ
ベースについての定義を置き（著作権法第 2
条第 10 の 3 号）、「論文、数値、図形その他
の情報の集合物であつて、それらの情報を電
子計算機を用いて検索することができるよ
うに体系的に構成したものをいう。」と規定
する。そのためか、「○○データベース」と
いう語を用いている法令は多く、住民基本台
帳法、金融領域における諸法令、エネルギー
関係、医療関係等その他、「○○データベー
ス」の語を用いているものが幅広く存在する。
しかし、「○○データ」という語を条文の中
で用いている法令は意外に少なく、放送・通
信関係のほかは、「個人データ」「保有個人デ
ータ」という概念が個人情報保護法において
用いられているのが主な例である。 
これに対して官民データ活用推進基本法で
は、電磁的記録（電子的方式、磁気的方式そ
の他人の知覚によっては認識することがで
きない方式で作られる記録をいう。第十三条
第二項において同じ。）に記録された情報（国



の安全を損ない、公の秩序の維持を妨げ、又
は公衆の安全の保護に支障を来すことにな
るおそれがあるものを除く。）であって、国
若しくは地方公共団体又は独立行政法人（独
立行政法人通則法 （平成十一年法律第百三
号）第二条第一項 に規定する独立行政法人
をいう。第二十六条第一項において同じ。）
若しくはその他の事業者により、その事務又
は事業の遂行に当たり、管理され、利用され、
又は提供されるもの」を「官民データ」とし
て定義している。このように定義されたこと
により、初めてオープンデータは法的定義を
持つことになる。 
 その反面で、行政とデータとの関係では、
以下に述べるような問題点が依然として残
っていることがわかった。 
(1)データの組織共用性 
 前述のように、地方公共団体においては、
情報とは原則として文書によって管理され
るべきものであり、文書としての位置づけを
与えられるには、単に担当者がメモとして記
録したりするだけでは足りず、組織共用性
（実態としての共用性や関係者間での共用
しようとする意思が重視される場合と、形式
的な共用性が重視される場合とがある）が必
要であると解されてきた。また、測定機器や
センサー類等から収集される数値的データ
それ自体も、かならずしも文書としての取扱
いを受けてこなかった。 
 このため、データは文書ではないという端
的に理解する例もみられた。たとえば、平成
7 年の情報公開条例制定に合わせて平成 8 年
に刊行された下関市の「公文書公開事務のて
びき」においては、「データ、報告の扱いは
どうすればよいですか」という想定質問に対
して、「単にデータのみが記載された文書に
ついては、報告する、通知する、参考に供す
るといった意思が記載されてものではない
ことから公文書として取り扱う必要はない」
と直裁に述べている。 
 組織共用性の問題は、情報公開制度の運用
においても、常に問題とされてきたところで
ある。その一因は、情報公開条例の文言が各
団体によって異なっていることにある。もと
より条文の規定がもともと違っている場合
にはその解釈に相違が出ることは当然であ
り、個人情報の場合には、いわゆるプライバ
シー型と個人識別型のような条文自体の規
定の違いに由来する相違がある。これに対し
て、同じ文言でありながらその解釈に違いが
あるという事例は、意外に多い。たとえば、
情報公開の実務において、行政機関の保有す
る情報の公開に関する法律、地方公共団体の
情報公開条例において不開示理由として広
く規定されている「法人の正当な利益を害す
るおそれ」という文言の解釈をめぐり、それ
が法人の印影にも適用されるかどうかにつ
いて、各地の情報公開審査会の判断がかなり
揺れているという点が指摘されている 。 
センサーから収集されるデータ等の取扱い 

 事務または事業遂行にあたって管理・利
用・提供されている限り、測定機器やセンサ
ー類等から収集される数値的データそれ自
体も対象となる。 
 各地方公共団体においては、個人情報が記
載された文書や個人情報を取り扱うことと
なる事務については、個人情報保護条例にお
ける規律があることから、一覧等が作成され
ている。しかし、これらの数値的データにつ
いて全庁的に網羅して把握する体制が整備
されている団体は少ないであろう。今後、各
地方公共団体のオープンデータ・ポータルの
整備と合わせて、出先機関も含めて各団体が
収集しているデータの把握と、データの一覧
の作成が大きな課題として浮上してくるも
のと思われる。 
（2）個人情報保護・プライバシー保護 
 データのオープン化によって個人のプラ
イバシーが侵害されたり、事業者が競争上の
地位その他正当な利益を侵害されたりする
おそれがあることは否めず、このような事態
を防止する必要がある。その反面で、このよ
うな「おそれ」を強調することは、オープン
化されるデータの範囲を狭めることになり
かねない。このため、個人及び法人の権利利
益の保護を図ることと、データのオープン化
とを両立させるしくみが必要となる。 
（3）データの保存 
 行政が保有する情報をオープンにする制
度としては、従来から情報公開法をはじめと
する情報公開制度が運用されてきた。しかし
情報公開制度における公開の対象は主とし
て公文書であるが、地方公共団体の公文書は
保存年限がすぎた時点で廃棄されてしまい、
後から利用することができないという問題
があった。というのも、多くの地方公共団体
において「文書」には保存年限が定められて
いるためである。 
 文書は当該年限を経過した後は原則とし
て廃棄すべきものとされている以上、データ
が文書という形式によって存在する場合に
は、保存年限が永久として指定されていない
限り、一定年月が経過した後には廃棄される
べきものである。換言すれば、文書管理法制
においては原則廃棄が原則なのであるから、
一定期間の経過後は、むしろデータが保存さ
れていない状態のほうが適正であるという
ことになる。 
 他方で、データが廃棄・消去されずに保存
されていなければならないのは自明の理で
あって、原則廃棄という文書管理における原
則と、原則保存というデータ活用における原
則とは両立し得ないことになる。もとより、
すべての文書の保存年月を永久保存に指定
してしまうという方法もあり得るが、それで
は文書の性質ごとに保存年限を区別してい
る文書管理法制の趣旨を没却することにな
る。かといって、データについては文書の対
象外とするという方法も、組織共用性という
情報公開法制における文書の要件からみる



と採用することはできないと思われる。 
（4）情報の開示・提供とオープンデータ 
 行政が保有する情報をオープンにする制
度としては、従来から情報公開法をはじめと
する情報公開制度が運用されてきた。他方で、
それとは別の枠組みとして、各地方公共団体
においてはいわゆる「情報提供」によってオ
ープンにすることも実務上は行われてきた 。
このような「情報提供」の条例上の根拠は、
各団体によって異なるが、類似の情報に対し
て大量・反復的に情報公開制度を利用して公
開請求が行われ、特に問題なく開示されてい
るような場合に、開示請求に係る事務的な手
続の費用と時間を縮減するため、地方公共団
体側から任意で情報提供するように移行す
るという事例もみられた。その一例は、入札
に係る単価及び金額の記載された設計図書
（「金入設計書」）の取扱いであり、情報公開
ではなく、情報提供に移行する団体が増えて
いる 。 
 今回の官民データ活用推進基本法の制定
によって、地方公共団体が保有する情報をオ
ープンとする制度として、従来の情報公開と
情報提供に加えて、新たな第三の制度として
のオープンデータという制度が加わること
になるが、その位置づけと手続に関する検討
が必要となる。特に実務上問題となると思わ
れるのは、情報公開・情報提供・オープンデ
ータという 3種類の制度のすみ分けと、費用
負担のあり方であろう。 
なお、以上で述べた研究成果の詳細に関し

ては、①自治体クラウドをはじめとする行政
へのクラウドの導入については、主として下
記雑誌論文 1、8、11 及び 12 において成果を
公表している。 
②オープン・データの潮流と③行政におけ

るソーシャル・ネットワーク・サービス等の
利用については、主として下記雑誌論文 2、3、
5及び 11 において成果を公表している。 
④パーソナル・データの利活用については、

主として下記雑誌論文 11及び 12において成
果を公表している。 
⑤指定管理者等の新たな行政については、

主として下記雑誌論文 11及び 12において成
果を公表している。 
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